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１．分析目的 

 
 持続可能な社会の形成が言われるようになって約

20年が経過する。「環境と開発に関する世界委員会」

（ブルントラント委員会）報告書によって持続可能

性がこれからの開発の基本理念として提示されたの

は1987年のことである(WCED 1987)。1992年に地球

サミットが開催され，各国政府は持続可能な社会の

理念を受け入れ，それに向けた行動プログラムであ

るアジェンダ21を取り決めた。1997年には地球温暖

化防止のための京都会議が開かれ，温室効果ガスの

一定の削減率を定めた京都議定書が調印された。我

が国では2000年には循環型社会形成推進基本法が制

定された。 
 こうした社会的・経済的背景の中で，企業の環境

行動（環境負荷削減行動）も次第に実質的な展開が

行われるようになった(Schmidheiney 1992, DeSimone 
and Popoff 1997)。3R(reduce, reuse,  recycle)，ISO14001
の認証取得，グリーン調達，ライフサイクルアセス

メント（LCA），エコデザイン，CO2削減の努力など

多様な取り組みが見られるようになった。しかし，

この過程で環境行動の促進には大きな課題が存在し

ている。政策立案者にとっても企業にとっても，目

指すべき方向性とその論理性が十分明らかでないと

いう点がある。 
 環境と経済は両立させることができるのか，両立

させるためにはいかなる行動をどのように展開する

べきなのか，また環境と経済が両立するためにはど

のようなインセンティブがあるのか，理論的にも実

践的にも未解決となっている。持続可能な社会の形

成に向けて適切な政策決定を行い，企業による取り

組みを促進するためには，環境と経済の両立的関係

の理論的解明，特にその組織メカニズムの解明が実

践的には不可欠である。 

 本稿では，日本企業の環境行動と経済および環境

パフォーマンスの関係について，構造方程式モデル

を用いて環境行動のプロセス的分析を行う。それに

よって，環境パフォーマンスと経済パフォーマンス

の間の因果関係を解明し，環境パフォーマンス向上

のメカニズムを明らかにすることを目的とする。関

連して，環境経営の分析の出発点ともなったポー

ター仮説についてその妥当性を検討する。 
 
２．先行研究 

 
 環境と経済の関係に係わるこれまでの研究は，主

に次の点に焦点をおいていた。第１に，環境規制と

環境パフォーマンスの関係である。Porter は，適切な

環境規制が企業の技術開発等の環境取り組み行動を

促進し，環境パフォーマンスを高めることを指摘し

た(Porter 1991, Porter and v.d.,Linde 1995)。そして技術

開発や資源生産性の向上は，競争優位性を強め，経

済パフォーマンスの向上をもたらすとする。 
 第２に，環境行動の取り組みは，経済パフォーマ
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ンスを高めることを明らかにする研究である。これ

は，環境パフォーマンスと経済パフォーマンスの間

に両立的関係が成立するか否か実証的に明らかにし

ようとしてきた(Russo-Fouts 1997, Hart=Ahuja 1996, 
Wagner et al. 2002)。これはポーターの指摘の中心的

な部分であり，ポーター仮説と呼ばれている。この

点については，両立的関係の成立は非現実的である

とする伝統的経済学の立場からの指摘(Walley and 
Whitehead 1994)，特定の条件の下でのみ成立すると

いう指摘(Rugman  and Verbeke 1998, Palmer et al. 
1995)等がある。特に，重回帰分析を用いてその関係

を実証的に明らかにするアプローチは，すでに米国，

英国，ドイツ，日本でも研究結果が発表されてきた。 
 第３に，経済パフォーマンスと環境パフォーマン

スの向上をもたらす組織の行動として何があるか明

らかにする研究がある(Nerht 1998)。そこでは，資源

ベース論(Resource-Based View)を中心に環境戦略や

モデレーターがいかに関係しているか明らかにしつ

つある。そして，プロアクティブな環境戦略が経済

パフォーマンスを高めること，全社的品質管理

(TQM）や参加的経営が環境パフォーマンスを高める

ことなどが指摘されてきた (DeSimone and Popoff 
1997, Florida 1996, Shr-ivastava 1995)。また，グリー

ン・サプライチェーン・マネジメントや環境マネジ

メント・システムが環境パフォーマンスと経済パ

フォーマンスに関係していることも指摘されてきた

(Schaltegger and Synestvedt 2002)。 
 こうした先行研究を踏まえながら，我々は，日本

企業の環境行動について調査を行いその組織的，戦

略的分析を行ってきた（金原・金子 2005）。我々の

研究は，外部要因，組織・戦略要因，環境および経

済パフォーマンスを主な分析次元として，それらの

間の関係を明らかにしてきた。 
 その結果，第１に，環境パフォーマンスと経済パ

フォーマンスの関係については有意な正の関係が見

出されたこと，第２に，環境への取り組みにおいて

組織規模によって環境行動に違いがあることが明ら

かになった。表１では組織規模別に環境対策への取

り組み，組織体制が進展することが明らかにされて

いる。したがって，その発展経路には共通性がある

ことが指摘できる。第３に，ISO14001の認証取得，

環境報告書の作成，環境会計の導入の３要素のレベ

ルを用いて表される組織発展段階によって各変数を

調べると，段階を進むにつれて組織の環境行動が強

まること，外部圧力に対しては逆 U 字型が認められ

るなど一定のパターンが見出された。 

 

表１ 企業規模別の環境行動 

企業規模 開発設計 製造 廃棄物 ISO14001 環境報告書 環境会計

300人未満 3.42 3.90 3.95 0.32 0.20 0.07

300人以上
1,000人未満

4.02 4.34 4.40 0.87 0.39 0.26

1,000人以上 4.30 4.73 4.66 0.99 0.82 0.71

F値 17.24*** 34.17*** 18.08*** 113.44*** 52.8*** 58.64***

環境対策取り組み 組織体制

 
（注１）環境対策取り組みは５点評価，組織体制は「イエス」＝１，

「ノー」＝０の評価 

（注２）***，**，* はそれぞれ１％，５％，10％水準で有意を示す 

（出所）金原達夫・金子慎治（2005）『環境経営の分析』158頁 

 

 しかし，先の研究では，外部要因，組織・戦略要

因，パフォーマンスの間に一定の因果関係を想定し

た分析フレームワークに基づいて分析を行っている

が，因果関係そのものについては実証を意図したも

のではなかった。そこでは，経済パフォーマンスと

環境パフォーマンスの重回帰分析を行って変数間の

関係を調べた他，高環境パフォーマンスと低環境パ

フォーマンスの比較をして組織特性を分析してい

る。また，組織規模別の環境行動の展開や発展段階

による特徴を明らかにした。これに対し本稿では，

同じ日本企業の調査データをもとに，環境行動とパ

フォーマンスの間に存在する因果関係を明らかに

し，環境パフォーマンス・経済パフォーマンスを向

上させるプロセスを明らかにする。 
 
３．分析の対象とフレームワーク 

 
 本稿で分析するのは，日本企業の環境行動と経

済・環境パフォーマンスの関係である。分析のフレー

ムワークは下の図１に示されている。これは，外部

要因，環境戦略と組織という企業要因，そしてパ

フォーマンス要因である。パフォーマンスには環境

パフォーマンスと経済パフォーマンスがある。この

フレームワークは，外部環境，組織過程，組織活動

の結果は一定の因果的プロセスであるという考えを

示している。これらの要因は，構造方程式モデルで

は潜在変数として扱われている。潜在変数は直接測
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定されているのではなく，それを構成する個々の変

数によって測定されている。 
 

外部要因

環境戦略

組織

環境パフォーマンス

経済パフォーマンス
 

図１ 分析のフレームワーク 

 

 以下，分析で用いられている変数について説明す

る。第１の外部要因は，３つの変数を指標とした。

それらは，①環境対策についての行政からの指示，

②地域・社会からの要請，③取引先からの要請であ

る。第２の環境戦略は，次の変数を指標とした。ま

ず，①環境対策は企業経営の優先事項であるという

指標。次に環境にかかわるリーダーシップの指標と

して，②トップのリーダーシップ，③環境管理責任

者の発言力，④従業員の参加である。また，市場対

応を表す指標として，⑤取引先からの環境対策への

要請への対応を用いた。第３の組織については，①

製造工程での環境対策の取り組み，②環境指向の製

品開発・設計への取り組み，③廃棄物の再利用・再

資源化への取り組み，④環境報告書の作成，⑤

ISO14001の認証取得，⑥環境会計の導入の指標を用

いた。このうち前３指標が環境対策の技術的取り組

み，後３指標が環境管理の組織体制を表している。 
 パフォーマンス指標は環境パフォーマンスと経済

パフォーマンスに分け，環境戦略や組織との関係を

調べている。環境パフォーマンスの指標には，①売

上高/CO2で表される環境効率，②環境格付け，③同

業他社に比較した水汚染対策の取り組み，④同業他

社と比較した大気汚染対策の取り組み，⑤同業他社

と比較した CO2排出抑制の取り組み，を用いている。

他方，経済パフォーマンスは，財務的指標として，

①売上高総利益率，②総資産利益率。顧客満足の指

標として，③顧客からのクレームの逆数，④顧客と

の共同による問題解決，⑤顧客との取引関係の安定

性の指標を用いた。 
 分析の対象とした企業は，2004年に行った日本企

業のアンケート調査回答企業である。アンケート調

査の回答結果と日経 NEEDS データ，日本経済新聞社

の環境経営度格付け調査のデータ，環境報告書の

CO2データを結合してデータを作成した。経済指標に

ついては，2003年の日経 NEEDS の財務データを用

い，環境格付けには，日本経済新聞社の環境経営度

格付けデータ（『第七回環境経営度調査』）を用いた。

環境効率は，各社の2003年版環境報告書に記載され

た2002年の CO2データとアンケート調査回答のエネ

ルギー消費量から算出したデータを用いている。そ

の他のデータは，アンケート調査の回答から得られ

たリッカート5点評価データである。ただし，組織体

制の指標である環境報告書，ISO14001，環境会計に

ついては３点評価（導入，準備中，未導入）である。 
 以上のデータについて，利用可能なサンプル数175
社を選定した。そして，これらについて構造方程式

モデルによる分析を行った。図２は得られた結果で，

数字は標準化されたパス係数を示している。 
 

外部要因

環境戦略

組織

環境パフォーマンス

経済パフォーマンス
-0.07

0.40***

-0.07

0.28 **

0.59***
0.71 ***

0.27**

0.36 ***

 
図２ 変数間の関係 

 
４．分析結果の説明 

 

 分析の結果，次のことが明らかになった。第１に，

外部要因は環境戦略に対して有意な正の関係がある

（係数値0.40，１％水準で有意）。外部要因には，環

境問題についての行政および地域社会からの圧力，

取引先の要請が含まれている。これらの要因が外部

要因と強く関連しているのは，企業の社会的責任意

識の高まりが，行政，社会，市場からの要請に対す

る企業政策に反映されるようになってきたからであ

ろう。しかし，この外部要因は，組織の行動に対し

ては有意ではないが負の関係を有している（－

0.07）。したがって，外部要因と組織の環境対策行動
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とは強い結びつきがあるとは言えない。この点は環

境規制の有効性をめぐって，ポーターの指摘ともか

かわって議論されてきた点である。分析結果は，ポー

ターの指摘するように行政による環境規制が企業の

組織的な環境行動に直接プラスに作用するという関

係は示していない。分析結果によれば，因果経路に

関してポーター仮説は支持されなかった。 

 

表２ 潜在変数からの各観測変数へのパス係数 

                             標準化係数 確率水準 

---> 政府からの圧力 0.886 － 

---> 地域からの圧力 0.883 *** 外部要因 

---> 取引先からの圧力 0.331 *** 

---> リーダーシップ 0.803 － 

---> 従業員の参加 0.720 *** 

---> 環境対策責任者の発言力 0.738 *** 

---> 環境対策への要請 0.585 *** 

環境戦略 

---> 環境対策優先 0.553 *** 

---> 環境報告書 0.534 *** 

---> 環境会計 0.532 *** 

---> ISO１４００１ 0.525 *** 

---> 製造工程 0.630 － 

---> 製品設計・開発 0.558 *** 

組織 

---> 廃棄物 0.689 *** 

---> 環境効率 -0.074  

---> 環境格付け 0.309 *** 

---> 水汚染対策 0.871 *** 

---> 大気汚染対策 0.953 － 

環境パフォーマンス 

---> CO2排出抑制 0.682 *** 

---> ROA 0.090  

---> 成長率 0.090  

---> クレームが少ない 0.357 *** 

---> 顧客と共同で問題解決 0.554 － 

経済パフォーマンス 

---> 取引関係の安定性 0.589 *** 

   CFI=0.720         χ2=657.729 (df=244)   P=0.000 

（注１）確率水準が「－」で表されている部分は，識別性確保のため

パス係数を１に固定しており，検定統計量は算出されない。 

（注２）***，**，* はそれぞれ１％，５％，10％水準で有意を示す。 

 
 外部要因と組織の間にこのような負の関係が成立

する理由として次の点が考えられる。ひとつ目の理

由は，コスト増加を招く可能性がある環境負荷削減

を求める外部圧力に対して，企業は回避的行動をと

る場合があるからである。中小企業や発展途上国企

業ではこうした対応が多く見られることは明らかで

ある。ふたつ目の理由は，プロアクティブな環境戦

略を採る企業では外部圧力を知覚する以上に，組織

の行動を主体的に展開しているからである。先進的

な多国籍企業でこのような行動が見られることは，

すでにいくつかの事例が報告されている(DeSimone 
and Popoff 1997)。環境行動をむしろ革新の機会とと

らえたり，競争優位を形成する機会と考える企業で

は，外部圧力の重要性の知覚は相対的に弱いのであ

る。もう一つの理由は，市場の要請や圧力と組織の

実行の時間差を考える必要がある。通常，多くの企

業では外からの圧力や要請は，組織の現状の対応水

準を上回っている。企業は外部圧力に対して技術力，

資本力の点で必ずしも短期的に行動を強めることが

できないのである。さらに，環境規制が環境行動を

強めるかどうかは，条件依存的であるという指摘も

あり(Buysse and Verbeke 2003)，その意味で環境規制

によって企業の環境行動を促進するメカニズムは必

ずしも明確に存在するわけではない。 
 第２に，環境戦略は，環境パフォーマンスおよび

経済パフォーマンスのいずれをも有意に強める働き

をしている。これは，環境への戦略あるいは方針を

明確にすることが経済成果をもたらすことを示して

いる。 
 なお，環境戦略は組織の環境への取り組みを有意

に強めている（係数値0.71，１％水準で有意）。この

ことは，企業による環境行動を実質化していくため

には，戦略的な方針が明確化されていくことが重要

であることを示している。そして，因果関係的には，

規制や市場の外部要因が環境戦略に作用し，その結

果，環境行動を強めて具体的な環境パフォーマンス

の向上が達成されるという関係を示している。トッ

プマネジメントのリーダーシップが働き環境戦略が

明確化されると，環境管理責任者の行動や参加型の

取り組みが強められ，そのことが組織の環境行動を

促進するのである。 
 第３に，環境対策の取り組みや，環境マネジメン

トシステム（EMS）等の組織体制の取り組みが強め

られると，環境パフォーマンスには有意にプラスで

あるが（係数値0.28，５％水準），経済パフォーマン

スは有意ではないが弱いマイナスである（係数値－

0.07）。つまり，環境対策の取り組みや組織体制は環

境パフォーマンスを高めるが，経済パフォーマンス

には必ずしもプラスではないことを示している。環

境への取り組みが事業活動の経済パフォーマンスを

高めると結論することはできないのである。この点

は，経験的理解にも合致している。しかし，この結

果は，弱い関係であり有意ではなかった。 
 環境パフォーマンス指標の中では，環境効率（売上

高/CO2）よりも環境格付けが強く作用している。環境

効率は多くの企業でその環境パフォーマンス指標と

して用いており，環境負荷削減の実質を反映してい
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るという意味では重要な指標である。しかし，環境

負荷削減の実質的な指標では，環境パフォーマンス

向上の結果は強く現れにくいといえる。また，環境

効率の精密な測定には制約があり測定方法の精緻化

が求められている。環境効率と組織および環境戦略

との関係を実証するには，環境効率概念の一層の精

密な測定が必要である。他方，経済パフォーマンス

は，顧客満足の要因に強く作用しているが，利益率

と成長率の財務的指標には強い作用が見られなかっ

た。  
 以上の分析の結果，次のような理論的示唆が得ら

れる。 
第１に，環境と経済を両立させるには，環境戦略が

重要な役割を果たしている。つまり，環境戦略が明

確になると組織は一貫した行動を取りやすく，環境

パフォーマンスにも経済パフォーマンスにもプラス

に作用する。その意味で，企業は環境戦略を明確に

することが重要である。したがって，環境パフォー

マンスを向上させるためには，環境戦略を強めるこ

とが重要であり，環境戦略を通して組織の取り組み

を強めるということを期待することが有効である。

また，環境戦略と環境パフォーマンス・経済パフォー

マンスの直接的な関係も,実行過程としての組織行

動があって実現されると考える必要がある。 
 第２に，適切な環境戦略を欠いて環境規制等の外

部圧力に対応しようとすると，組織は環境への取り

組みが弱いばかりでなく，経済パフォーマンス向上

に対しても有効ではないということである。環境規

制のみを強めて直接的に組織の環境対策等を要求す

るのは，組織としては受け身的になりやすい。これ

は，環境経営論で指摘されている，リアクティブな

アプローチに傾斜するということである。しかもこ

の取り組みでは，経済パフォーマンスの向上に成果

が期待できないということがデータから指摘でき

る。企業にとってはインセンティブが弱く，持続的

な取り組みを期待できないことになる。これに対し，

環境戦略を通した環境への取り組みは主体性があ

り，経済パフォーマンスに対してもプラスの作用が

あるために，プロアクティブな汚染予防型のアプ

ローチが展開され得るということである。 
 したがって，環境行動を強め環境パフォーマンス

を高めるには，企業の環境戦略を強める方向に働き

掛けることがより重要である。それによって組織の

環境目標・方針が明確になり，組織のイニシアチブ

が強められるからである。そして，環境戦略を通し

て組織の環境対策行動を促進し，環境パフォーマン

スにも経済パフォーマンスにもプラスの作用をもた

らすことを期待することができる。 
 これは言葉を換えれば，組織の環境行動は，企業

の戦略レベルでとらえられ，トップのイニシアチブ

と戦略目標に組み込まれることが重要であり，その

場合に，経済パフォーマンスと環境パフォーマンス

は両立する方向に組織活動全体が調整されて行くと

いうことを示唆している。その意味で，特にエンド・

オブ・パイプ型の技術で特定の環境基準を達成する

ことを求める環境規制を強化することは必ずしも適

切とは言えない。 
 第３に，本稿の分析結果は，ポーター仮説に対し

て重要な指摘を含んでいる。ポーター仮説は適切な

環境規制が組織による環境技術の開発を促し，イノ

ベーションを実現することによって環境パフォーマ

ンスが向上するだけでなく，資源生産性を高めコス

ト競争力を強化するなど競争優位性を強め，経済パ

フォーマンスを高めることを示唆している。しかし

本稿の分析結果から，次の点が明らかになった。①

外部要因は，組織に対して負の関係にあり，組織の

環境イノベーションを促進すると言うことができな

い。②また，組織の環境行動の結果，経済パフォー

マンスが向上することも結論することができない。

③環境行動がパフォーマンスを高めるメカニズム

は，むしろ環境戦略を強め，それによって組織の対

策行動を強めることを通して環境パフォーマンスを

高めること，また経済パフォーマンスを高めること

を示している。 
 以上の議論で明らかなように，外部要因と組織の

環境行動の関係については，社会的要請や技術水準

などの経済社会の発展段階を考慮する必要がある

が，われわれの分析結果からはポーター仮説を肯定

することが出来なかった。企業による環境への技術

的取り組みのプロセスはポーターが指摘するプロセ

スとは異なり，経営理念や環境戦略に導かれた行動

が環境と経済の両立にとって重要であることを示唆

している。 
 したがって，持続可能な社会の形成に向けて企業

の環境への取り組みを強めるために，企業の環境意

識を高め，社会的責任や環境理念を含む環境戦略を
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形成し，組織の行動全体にその意識が具現化するよ

う働き掛けることが重要である。そのためには，環

境意識の高い市場の形成や社会性の高い取引関係を

促進することが重要であると言えよう。さらに企業

の環境行動は，市場および社会の意識が強まり，企

業の方針にこうした外部の要因に対する反応が組み

込まれていくことが重要である。そして，企業がそ

うした行動を取りやすくするインフラ整備には政府

に大きな役割が求められる。 
 
５．結び 

 
 本稿は，環境行動が外部圧力や環境パフォーマン

スと経済パフォーマンスにどのように関係している

のか，因果的な構造を明らかにした。本稿の分析か

ら，環境と経済を両立させるメカニズムの一部を明

らかにすることができた。本稿の結果は，わが国の

企業の実情を考えると経験的に妥当である。このメ

カニズムを明らかにしたことは，持続的な社会の構

築に向けた企業の環境行動を促進することに理論的

な裏付けを与える点で重要な意義があるであろう。 
 今後，各指標の精緻化と個々の変数間の関係につ

いてさらに研究されることによって，環境と経済の

両立的関係，そしてわが国経済における企業の環境

への取り組みと他の先進国および発展途上国におけ

る企業の環境への取り組みがどのように異なり，そ

の因果関係や経済発展段階との関係を明らかにする

ことができる。それによって，経済の発展段階によっ

て機能するメカニズムを明らかにし，そのときに有

効な対策および行動をより正確に提示することがで

きるであろう� 
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Abstract 
 
This article analyses the relationship among the environmental behavior of Japanese firms, external factors, and 
economic・environmental performance. Since 1990s, there are many efforts to investigate the relationship between 
economy and environment. But most of these researches did not explain causal relationship between economy and 
environment. In this paper, we analyzed the relationship based on the Resource-Based View framework of 
management. This approach can explain actions of firms and environmental results, emphasizing the process and 
organizational capabilities. The findings of analyses indicate that external factors such as government, community, 
and customers are not necessarily effective to enhance the positive action by firms to improve the environmental 
performance. Rather, it shows corporate strategy stimulates the organizational practices for environment and then 
leads to better environmental performance. 
 




